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洪水をダムや堤防によって閉じ込める，河道内を主体とする従来の洪水対策から氾濫域まで含めた流域

スケールで総合的に対応する「流域治水」が動き出しつつある．過去の土地利用は水害リスクに応じた土

地利用を構築していたことから，近年進歩が著しい洪水氾濫シミュレーションを活用して，水害リスクマ

ネジメントのあり方を定量的に把握することは，今後の治水対策を講じていく上で重要な知見と言える．

本論文は土地利用のうち宅地のみに絞り，集落立地の水害への曝露を定量的に検証した．その結果，上流

から下流に至るにつれて，水害への曝露は増加するものの，ほとんどの集落で共通して大規模な降雨に対

して床上浸水が起こらない防災上有利な立地選択がなされていた． 
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１．はじめに 

 

（1） 背景 

 近年，日本各地で既往最大規模の洪水と深刻な水害が

頻発している．さらに，人口減少・少子高齢化の進行に

よって，公共事業費の減少やインフラの維持管理による

負担の増加など，治水事業の置かれる状況は深刻さを増

している．こうした状況を受け，2021年4月28日に「流

域治水関連法」が国会で成立し，流域治水が法的裏付け

を持って動き出した．これは洪水をダムや堤防により河

川の中に閉じ込める近代の洪水対策から，超過洪水に対

して氾濫域まで洪水が広がることを許容する，流域スケ

ールでの総合的な洪水対策への根本的な転換を意味する．

洪水を許容し水害を減らすという流域治水の考え方は，

治水技術が乏しかったために河道と氾濫原まで一体的に

捉えた近代治水以前の洪水対策と類似した側面を有する．

そのため，水害に対する先人の技術や知恵を検証するこ

とは今後の治水への重要なヒントとなるだろう．石川 1)

は近世に行われた主要な治水事業の効果を，数値シミュ

レーションを用いて定量的に検証し，事例に共通した治

水戦略を明らかにした． 

 他方，本研究で着目する過去の土地利用のあり方もま

た注目すべき教訓である．なぜなら，農耕文化の到来に

よって定住集落が水田耕作の便の良い沖積平野に展開し

て以降，先人たちは水害リスクに応じた土地利用を構築

することによって利水と治水の折り合いをつけていたか

らである． 現在のほとんどの都市が過去の集落を核と

して拡大してきたことを考えると，過去の土地利用から

水害リスクマネジメントのあり方を定量的に把握するこ

とは今後土地利用まで含めた治水対策を講じていく上で

重要である．さらに、内藤 2)が提起した「防災景観論」

が示唆するように、水との付き合い方が最も緊結の課題

であった農村において、その典型的な景観を形成する主

な要因が水害であることは明らかであり、土地利用別の

水害リスクの分担のあり方を定量的に把握することは、

日本固有の景観への展開性を有する． 

 しかし，過去の土地利用が備える防災機能については

定性的な議論に留まっており，一般的な傾向を定量的に

把握した研究は未だ行われていない． 

 

（3） 研究の目的・枠組み 

 したがって本研究は，洪水氾濫シミュレーションを用

いて，過去の土地利用の浸水状況を定量的に把握するこ

とで，過去の水害リスクマネジメントのあり方を明らか

にすることを目的とする． 

 なお，本論文は七北田川水系を対象に，土地利用を宅

地のみに絞り，集落立地の水害への低い曝露を検証する

予備解析であることに留意されたい． 
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 具体的には，再現期間別の降雨情報を入力とした氾濫

解析を行うことで，何年規模の降雨によってどの程度浸

水したかを算出する．そして，流域全体の集落立地の一

般的な傾向，または集落別の差異などを、浸水した再現

期間を指標として検証していく． 

 

２．解析方法 

 

（1）洪水氾濫シミュレーションのモデル概要 

本研究では，洪水氾濫シミュレーションとして RRIモ

デル 3)を用いた．RRI モデルは，オープンソースで国立

研究開発法人土木研究所 ICHARM によって開発・公開さ

れている．降雨情報を入力として，流域スケールで流出

から氾濫までを一体的に解析できるモデルであり，内

水・外水同時氾濫などより実態に近い氾濫解析が可能で

ある．特定の降雨から流域水ケールでの集落立地の傾向

や集落ごとの差異を明らかにする本研究において，RRI

モデルのもつ特長は手法として有用である． 

 

（2） 対象流域 

 流域内で集落数をある程度確保でき，広い流域によっ

て計算負荷が大きくなりすぎないことを考慮して，２級

水系の七北田川水系（図-1）を選定した． 

 

 

 
 

（3）入力データ 

解析を実施するにあたり入力した降雨情報は，実際の

河川計画の手法に倣い，図-2に示すH6年洪水時のハイエ

トグラフを各再現期間に対応する雨量に合うよう一律に

引き伸ばして作成した．各再現期間の雨量は，実際の七

北田川河川整備基本方針における基本高水設定で用いら

れている年最大24時間雨量66年分を，国土技術センター

が開発した「水文統計ユーティリティ」上で，適切な確

率分布関数を当てはめることで算出した．具体的な数値

は表-1に示す通りである．H6年洪水時のハイエトグラフ

と年最大24時間雨量66年分は宮城県河川課より提供いた

だいた． 

RRIモデルでは標高，流積，流向データを入力する．

本研究で扱う過去の集落は小規模な場合が多いため，実

態に即した浸水深を得るには高解像度の地形データが必

要となる．そこで，「日本域表面流向マップ」4)で提供

されている空間解像度1秒（約30m）のデータを，計算負

荷を考慮し，2秒にスケールアップして使用した．また，

土地利用データは，台風19号の再現性確認時には現在の

航空写真から表-2に示す通り5種類に分類し，過去の集

落を対象とした氾濫解析では都市化の影響が少ないもの

として，田，森林，水域の3種類によって明治20年から

明治38年までの地形図を参照しながら作成した． 

 

 

 
 

 

 

 

（4）パラメータの設定 

RRIモデルでは土地利用別に異なる側方地中流と鉛直

浸透流の設定を行うことができる．土地利用ごとに，既

往研究 5)を参考にして表-2に示す通りパラメータを設定

した．また，河道形状は矩形断面を仮定し，河道の幅と

深さを下記の流域面積の冪乗関数として推定した．その

際，上流の河積を過小評価しないように𝑠!と𝑠"の和が1

を超えないように制限した上で，2019年に宮城県に来襲

した台風19号当時の小角地点，市名坂地点，岩切地点の

水位データ 6)を再現できた，𝑐!，𝑐"，𝑠!，𝑠"（𝑐! =
5.4，𝑐" = 0.93，𝑠! = 0.45，𝑠" = 0.21）に設定した．

また，近代治水以前の治水水準に合わせるため，氾濫解

析時の堤防高はゼロに設定した．市名坂地点における水

位の再現結果は図-3に示す通りである． 
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図- 1 七北田川流域図 

図- 2 H . 6 . 9 . 21洪水型ハイエトグラフ 

表- 1 再現期間別の雨量 
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（2） 集落の抽出 

 集落の抽出にあたって，治水による安全度の異なる集

落を扱うことを避けるため，年代を統一する必要がある．

そのため，国土地理院から発行されている明治20年から

明治38年までにまとまって測量された地形図によって集

落の存在を確認しながら，適宜航空写真を用いて住宅の

位置を同定した．また，河岸段丘上の集落は浸水する可

能性が低いため，沖積平野に立地している集落のうち集

村を形成している集落を対象として分析を行った．これ

は集落ごとの水害への曝露の差異を明確にするためであ

る．対象とした集落の位置は図-4に示す通りである． 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

３．結果と考察 

 

（1）結果 

 集落ごとの水害への曝露の差異を明確にするために，

RRIモデルの流出・氾濫解析から得られたグリットベー

スの浸水深を集落ごとに集計した．次に，平野部へ流れ

出る岩切を境界として，岩切を含む上流を「上・中流

域」，岩切より下流を「下流域」とし，各集落の浸水深

の中央値を代表値として，再現期間と集落別の中央値と

の関係（図-5,6）を表した． 

 花輪や新田のように流出過程によるわずかな浸水しか

起こらない場合は，浸水深は再現期間に対してほとんど

変化しない．つまり，浸水深が急激に上がる線分の間に，

集落が氾濫流による浸水が起こり始めた再現期間が存在

することを意味する．浸水が起こらなかった上記の２地

点を除いて上・中流域では，根白石は100〜150の間に，

新宿は80〜100の間に，畑中は50〜80の間に，水分は80

〜100の間に，岩切は50〜80の間に，一方下流域では，

鳥井は50〜80の間に，田子は30〜50の間に，福室は30〜

50の間に，福田は100〜150の間に，鍋沼は30〜50の間に，

浸水が始まる再現期間が存在することがわかる．また，

水害への曝露を判定する基準として，建築基準法で定め

る一階の床高45cm以上を床上浸水の閾値とすると，田子

と福室を除く全ての集落は再現期間100年の降雨でも床

上浸水しない場所に立地していることがわかる． 

 

（2）考察 

 浸水が起こり始める再現期間は集落ごとに明快な差異

が見られた．地形的な特徴との関連として，下流にいく

につれて浸水深及び浸水が始まる再現期間が短期間にな

っているため，広大な耕作地を求めて，リスクを受容す

る立地戦略を採っている可能性が考えられる．ただし，

本論文では堤防高をゼロとした時の浸水深を算出してい

るため，下流部の平野への進出は近代以前における堤防

整備による安全度の向上も原因として推測されるため，

今後状況を精査していく必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表- 2 土地利用別パラメータ 

図- 3 市名坂地点の再現性 

図- 4 対象集落の位置 
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５．まとめと展望 

 

本論文では，過去の水害リスクマネジメントを明らか

にすることを目的に，RRIモデルを用いて，集落立地の

水害への曝露を定量的に把握した．その結果，流域内で

集落ごとに明快な差異が見られた一方で，水害に対する

曝露が低いという共通の傾向が見られた．また，地形的

な特徴との関連として，下流にいくにつれて浸水深及び

浸水が始まる再現期間が短期間になっているため，リス

クを受容する立地戦略を採っている可能性が考えられる．

しかしながら，当時の治水による安全度との関係など，

その社会的な背景については本論文では扱えておらず，

集落の出自と浸水が始まる再現期間との関係を過去の資

料をもとに検証していくことは今後の課題である． 
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図- 5 上・中流域における集落別の浸水深と再現期間の関係 

図- 6 下流域における集落別の浸水深と再現期間の関係 
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